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研究成果の概要（和文）：本研究は、憲法および国際人権法の整合性をめぐり、諸外国における学説・判例・法制度の
変容を比較分析し、外国人・民族的少数者の権利を実現するための法制度の検討を目的とした。憲法と条約のどちらが
優位するのかという抽象的な議論ではなく、どのような国際人権規範の影響を各国の国内人権規範は受け、いかなる学
説・判例・法制度の変化がみられるのかを実証的に検証した。そのうえで、権利の性質の判定基準を国際人権規範に求
めつつ、憲法の人権規範との整合的な解釈手法を導き、市民的権利、政治参加、労働、社会保障、家族呼び寄せ、人種
差別禁止などの多文化共生社会における具体的な課題に応じた法制度のあり方を検討した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of the study is to compare the transformation of theories, judicial 
cases and legal system of foreign countries and investigate the legal system for protect migrant rights. 
The issue of the consistency between constitutional law and international human rights law is not the 
abstract issue of the superiority between both laws. The question I have to ask here is which 
international human rights norms have the influence to the transformation of theories, judicial cases and 
legal system of each country. In addition, I found the standards of judicial review of the nature of 
rights in the international human rights norms, showed the way of consistent interpretation between 
constitutional law and international human rights law, and discussed the solution of the integration 
issues on civil rights, political participation, labor, social protection, family reunion and anti- 
discrimination.
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１．研究開始当初の背景 
C. Heyns and F. Viljoen eds.“The Impact 

of the United Nations Human Rights 
Treaties on Domestic Level” Kluwer, 2002
では、オーストラリア、日本、南アフリカの
法改正の影響について紹介しているが、憲法
解釈の影響に関する分析はみられない。南ア
フリカの人権およびアフリカ人権条約の研
究は、日本では知られていない。また、国際
人権規範の発展に対応した各国の法規範の
発展および憲法解釈の方法論に関する比較
研究も、不十分な状況にあった。 
 
２．研究の目的 
本研究は、憲法および国際人権法の整合性
をめぐり、諸外国における学説・判例・法制
度の変容を比較分析し、外国人および民族的
少数者の権利を実現するための法制度の検
討を目的とする。 

 
３．研究の方法 
本研究は、多文化共生法学の垂直的発展を
解明すべく、比較憲法解釈の基礎研究と具体
的な法制度を検討する応用研究を行う。多文
化共生法学とは、国籍や民族などの異なる
人々が、互いの文化的ちがいを認め、対等な
関係を築こうとしながら、共に生きていく多
文化共生社会を築くために不可欠な法制度
のあり方を検討する学問研究を意味すべく、
研究代表者が考案した用語である。その垂直
的発展とは、国際人権規範の発展に対応した
国内人権規範の発展を意味する。 
比較対象国として、日本国憲法に大きな影
響を与えたアメリカ、明治憲法以来の影響が
うかがえるドイツをはじめ、様々な点で日本
と比較されることも多いイギリス、スウェー
デン、カナダ、オーストラリア、ニュージー
ランドに加え、近年、国際人権規範の影響を
強く受けた南アフリカも取り上げる。 
憲法と条約のどちらが優位するのかとい
う抽象的な議論ではなく、どのような国際人
権規範の影響を各国の国内人権規範は受け、
いかなる学説・判例・法制度の変化がみられ
るのかを実証的に検証する。そのうえで、権
利の性質の判定基準を国際人権規範に求め
つつ、憲法の人権規範との整合的な解釈手法
を導き、市民的権利、政治参加、労働、社会
保障、家族呼び寄せ、人種差別禁止などの多
文化共生社会における具体的な課題に応じ
た法制度のあり方を検討した。 
 
４．研究成果 
たとえば、すべての人の教育を受ける権利
と国の初等教育を提供する義務に関する社
会権規約・子どもの権利条約に対応する憲法
26 条の整合的な新たな解釈を示す点など、本
研究は、主要な民主主義諸国において、国際
人権規範の影響を国内人権規範がどのよう
に受けているのかを検証しながら、権利の性
質の判断基準として、国際人権規範を用いる

ことが適当であることを考察した。 
各国の国内人権規範と人権諸条約との整
合性について、外国人および民族的少数者の
権利を対象として、市民的および政治的権利、
社会的、経済的および文化的権利、家族・女
性・子どもの権利、人種差別禁止などの諸論
点に応じて、憲法の解釈手法と必要な多文化
共生法制に関する立法政策上の課題を解明
した。 
本研究の成果を反映する著書『人権法』（日
本評論社）を 2016 年夏に刊行する予定であ
る。 
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